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１．高経年化対策に関する基本的な考え方について

プラントの一定の安全水準を確保するため、長期供用に伴
う経年劣化の特徴を把握してこれに的確に対応した保守管
理を行うことが重要。

運転開始後30年に至る前に、プラントの機器・構造物の健
全性について評価を行い、この評価に基づき長期保守管理
方針（現状の保全に追加すべき、今後10年間の保全策）を
策定・実施する。
30年以降も10年ごとに健全性評価等を同様に実施する。

高経年化技術評価
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我が国の原子力発電プラントの運転年数と基数分布

（平成22年9月30日時点の集計）

：30年目高経年化技術評価を実施、もしくは実施中のプラント（19基）
：高経年化技術評価が未実施のプラント
：40年目高経年化技術評価を実施、もしくは実施中のプラント（3基）

BWR：30基

PWR：24基

合計：54基
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（１．高経年化対策に関する基本的な考え方について）
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現
状
の
保
全
で
十
分
か

否
か
を
比
較
検
討

６０年の使用期間を仮定した健全性評価（注）

現状の保全内容（点検・検査、取替等）
緑：許容値を下回ることが予測される場合は、その前に取替等の追加保全を計画

特
性
・強
度

等
の
経
年
変
化

運転時間

経年変化が生じない
場合

××

××
許容値

６０年運転時点の評価値

経年変化の例
割れ
減肉
材質変化
絶縁低下 等

プラントの運転開始から６０年を一つの目安とした供用期間を仮定して、機器・構造物の健全性評価
を行うとともに、現状の保全内容が十分かどうか確認し、追加すべき保全策の必要性を検討する。

（注）６０年の使用を認めるものではない。経年変化を予測し、６０年時点の健全性を評価。

××

現時点での評価値

４０年 ６０年

（１．高経年化対策に関する基本的な考え方について）

経年変化に対する評価
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高経年化技術評価・対策の実施の流れ

安全機能を有するすべての設備を
評価の対象

発生、進展が否定できない経年劣化
事象を抽出（応力腐食割れ、配管減肉、中性子

による材料劣化等）

経年劣化事象の性状を把握し、60年
の供用を仮定した健全性を評価

通常の保全計画に加えて、必要な高
経年化対策を「長期保守管理方針」
として策定

通常の高経年化技術評価の流れ

１．30年目に実施した
高経年化技術評価
の検証

２．保全実績の評価

３．30年目の長期保守
管理方針の有効性
評価

電気事業者の実施する高経年化技術評価

反映

40年目の高経年化技
術評価での追加要求

JNES
技術的妥当性
の評価

国による確認

長期保守管理方針に基づく追加保全策を
運転サイクルごとに確実に実施

高経年化対策の実施

高経年化技術評
価及び長期保守
管理方針の妥当
性を審査

妥当性を確認し、
認可（保安規定）

定期検査、定期
安全管理審査、
保安検査で厳格
に確認

（１．高経年化対策に関する基本的な考え方について）



新しい検査制度における高経年化対策（国の関与の強化）

新
制
度
導
入
前

＜原子炉等規制法による高経年化技術評価の義務付け＞
①事業者は、運転開始後30年目までに高経年化技術評価を実施（30年目以降

も10年ごとに同様）。
②以後10年間に行う保全対策をとりまとめた保全計画（長期保全計画）を国に

報告。
③具体的な実施内容については、対策実施後に国に報告。

新
制
度
導
入
後

＜高経年化対策に係る保全方針の明確化＞
高経年化技術評価とこれに基づく今後10年間の保全方針（長期保守管理方
針）を原子炉等規制法に基づく保安規定に記載して、国が審査の上認可する。

＜高経年化対策の実施状況の確認＞
高経年化対策の具体的な実施内容については、定期検査毎に

① 対策実施前に保全計画書の事前届出により国が確認。
② 事業者は定期事業者検査の作業項目として実施。
③ 国は保安検査や定期安全管理審査などにより実施状況等を確認。

国の関与を強化（平成21年1月1日開始）

（１．高経年化対策に関する基本的な考え方について）
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２．美浜発電所１号炉の高経年化技術評価について
（１）経緯

関西電力美浜発電所１号炉 PWR 出力：340MW

１９７０年１１月２８日 営業運転開始

１９９９年 ２月 ８日 30年目の高経年化技術評価結果公表

２００９年１１月 ５日 保安規定変更認可申請書の提出
（高経年化技術評価及び40年目の長期保守管理方針）

２０１０年 ２月４-５日 発電所への立入検査

２０１０年 ５月１３日 保安規定変更認可申請書の補正の提出

２０１０年 ６月２８日 保安規定の変更認可
原子力安全委員会へ報告

運転開始後40年を迎えるＰＷＲ最初の高経年化プラント
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（２）審査経緯等
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（２．美浜発電所１号炉の高経年化技術評価について）

○原子力安全基盤機構（ＪＮＥＳ）による技術的妥当性の確認

・技術的妥当性についての書面審査、補正書の審査

○立入検査（２０１０年２月４－５日）

・ＪＮＥＳも同行し、設備、文書等原本の直接確認

○専門的意見の聴取
・高経年化技術評価ワーキング

グループ（計５回の審議）

【開催年月日】

平成２１年 １２月１７日

平成２２年 ３月 ４日

平成２２年 ４月３０日

平成２２年 ５月１７日

平成２２年 ６月１８日



高経年化技術評価の実施体制等

・（社）日本原子学会標準「原子力発電所の高経年化対策
実施基準：2008」の「経年劣化メカニズムまとめ表」による
機器と劣化事象の抽出

・美浜１号炉で発生したトラブル事例の考慮

・美浜１号炉に固有な機器構造の考慮

①実施体制、実施方法等プロセスの明確性

③評価対象機器・構造物及び経年劣化事象の抽出

・評価にかかる実施体制が妥当であることを確認
（実施体制、工程管理など）
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２．美浜発電所１号炉の技術審査について
（２） 審査経緯等

②最新知見の反映

・国内外の最新知見・運転経験の反映など



①低サイクル疲労

②中性子照射脆化

③照射誘起型応力腐食割れ

④２相ステンレス鋼の熱時効

⑤電気・計装品の絶縁低下

⑥コンクリートの強度低下及び遮
へい能力低下

⑨その他の経年劣化事象

経
年
劣
化
事
象

原子炉容器、加圧器、ポンプ、配管 等

原子炉容器

炉内構造物

配管、ポンプ、弁のステンレス鋳鋼製
耐圧部 等

ケーブル 等

コンクリート構造物

⑦応力腐食割れ

（照射誘起型を除く）

⑧配管減肉

原子炉容器、加圧器、蒸気発生器 等

炭素鋼配管、低合金鋼配管等

容器、配管の腐食 等

耐震安全性

高
経
年
化
技
術
評
価

基礎ボルト腐食、配管腐食等の
経年劣化の進展を加味
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（３） 経年劣化事象ごとの評価

（２．美浜発電所１号炉の高経年化技術評価について）



経年劣化事象ごとの具体的な評価結果の例①
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２．美浜発電所１号炉の技術審査について
（３） 経年劣化事象ごとの評価

【評価対象部位】 原子炉容器
【評価方法】

監視試験データに基づく脆化予測式により、運転開始後60年時点までの関連温度及び上部棚吸収エネルギー値
を予測。また、関連温度上昇について加圧熱衝撃事象を評価。
【技術評価結果】

関連温度を基に設定される、耐圧漏えい試験温度が適切に設定
されており、かつ60年の運転を仮定しても上部棚吸収エネルギーが
68J以上となるので、健全性を維持できると評価。

また、加圧熱衝撃事象の評価では初期き裂を想定しても、脆性破
壊は起こらないと評価。

・ 至近の監視試験結果を反映して保守的な脆化予測が行われ、耐圧漏えい試
験温度が適切に設定されていることを確認。

・ 60年の運転を仮定しても、上部棚吸収エネルギーがスクリーニング値以上と
する評価の妥当性を確認。

・ 加圧熱衝撃事象の評価が適切に行われていことを確認。

・ 超音波探傷試験などの現状実施している保全に加えて、計画的に監視試験を
行うことにより、今後の健全性が維持されることを確認。

① 中性子照射脆化

事業者による技術評価

国の具体的な確認内容（例）

事業者の評価結果を
妥当と判断

評価時期：運転開始後60年時点

関連温度
上部棚

吸収エネルギ－
上部棚吸収エネルギ－

スクリーニング値※

101℃ 68J ≧68J

※ 68J未満になった場合にはJEAC4206に定められている方法

で評価を行い、健全性を評価する。



経年劣化事象ごとの具体的な評価結果の例②
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２．美浜発電所１号炉の技術審査について
（３） 経年劣化事象ごとの評価

【評価対象部位】 耐熱コンクリート（例）

【評価方法】 耐熱コンクリートの最高温度を温度分布解析で確認し、加熱実験データ、想定 される変形量
等から原子炉容器（RV）支持構造物全体の構造健全性を評価

【技術評価結果】 上記評価方法に基づき、構造健全性に問題ないことを確認

・ RVサポート下部のコンクリートの最高温度が、温度分布解析の結果
から約180℃であることを確認。

・ 180℃による加熱実験データから、強度低下は初期において生じるも
ののその後は収束し、設計基準強度以上を維持することを確認。

・ 耐熱コンクリートと周辺の鋼製構造物を含む支持構造物全体の構造
健全性を確認。

・ 定期的に実施しているキャビティシール据付時の隙間計測結果を用
いて、耐熱コンクリートの変形を傾向監視していくことを長期保守管
理方針に追加することを確認。

事業者による技術評価

国の具体的な確認内容（例）

事業者の評価結果を
妥当と判断

② コンクリートの強度低下及び遮へい能力低下



１．30年目に実施した高経年化技術評価の検証

１） 事故・トラブルの分析
・ 30年目以降に発生した、経年劣化に起因するトラブルについて、30

年目の技術評価の時にどのような判断・評価を行っていたか分析。

２） 30年目以降の経年劣化傾向の評価
・ 30年目に評価した経年劣化傾向の予測値について、その後の劣化

実績と比較評価するとともに、30年目以降の運転経験・研究成果な
どを踏まえ、30年目の評価で用いた諸条件について評価。

２．保全実績の評価

・ 現状保全の継続により健全性を維持できるとしたものであって、過
去10年間の保全実績に基づきその有効性を評価

３． 30年目の長期保守管理方針の有効性評価

・ 30年目の高経年化技術評価において策定した長期保守管理方針
が適切に実施され、30年目の評価時に意図していた効果が得られ
たか（有効であったか）を評価。
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（４）30年目高経年化技術評価の検証と反映

30年目の高経年化技術評価の検証が適切に実施され、その結果が40年目の高経年化
技術評価に適切に反映されていることを確認。

事業者の評価結果

・ 30年目評価時以降発生した経年劣
化に起因するトラブル（９件）を分析し、
40年目の高経年化技術評価に反映。

・ 各経年劣化事象ごとに30年目以降
の経年劣化傾向の評価を実施し、40
年目の高経年化技術評価に反映。

・ 30年目以降の経年劣化傾向は、30
年目の評価から大きくずれていない。

・ 40年目も長期保守管理方針として残
すべき事項や、現状保全として継続
すべき事項等を整理し、40年目の高
経年化技術評価に反映。

40年目の高経年化技術評価で実施した具体的内容

・ 30年目評価で現状保全の継続とした
４件について、その実績をもとに40年
目の技術評価に反映。この４件は長
期保守管理方針に追加。

（２．美浜発電所１号炉の技術審査について）
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原子炉容器

１次冷却材ポンプ

タービン

発電機

復¥¥水器

放水路へ

冷却水（海水）

循環水ポンプ

水

蒸気

１次冷却材管

炉内構造物

給水ポンプ

低圧給水ヒータ

加圧器

格納容器循環ファン

主変圧器

●基礎ボルト の調査（中長期）

●ケミカルアンカの調査（中長期）

炉内構造物
●日本機械学会 維持規格等

の制御棒クラスタ案内管の
保全への反映（中長期）

●日本機械学会 維持規格に
基づくバッフルフォーマボル
トの超音波探傷検査要否
の検討 （中長期）

格納容器循環ファンモータ
（固定子コイルの絶縁低下）

●格納容器循環ファンモータの
取替（短期）

蒸気発生器
●伝熱管の伝熱性能の傾向監視による
スケール除去要否の検討 （中長期）

低圧・同軸ケーブル

●事故時雰囲気内で機能要求があるケーブル
の実機調査結果に基づく取替 （短期）

主変圧器
●主変圧器の取替（短期）

タービン発電機
●固定子コイルの巻替（短期）

電気ペネトレーション
●三重同軸型電気ペネトレーション及びピッグテール型電気ペ
ネトレーションの実機同等品による健全性の再評価（中長期）

ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物

耐熱コンクリート
●キャビティシール取り付け時の隙間計
測による耐熱コンクリートの強度低下
の傾向監視（中長期）

（５）長期保守管理方針

実施時期 短期：平成22年11月28日から5年間
中長期：平成22年11月28日から10年間

（２．美浜発電所１号炉の高経年化技術評価について）

蒸気発生器



３．今後の対応について

（１）長期保守管理方針の着実な実施

・ 長期保守管理方針は、運転開始後40年以降の保全サイクルから、発電所の保全計画に反映。

・ 保全計画は、毎定期検査前に保安院に届出て、事前確認を受ける。 前回サイクルで実施した長期
保守管理方針に基づく点検の結果について有効性評価を行った結果についても、併せて提出。

・ 確認を受けた保全計画に基づき、着実に高経年化対策を実施。

（２）高経年化対策の充実

・ 引き続き国内外プラントの運転経験、最新の技術的知見を高経年化技術評価に的確に反映。

事業者の役割

長期保守管理方針を踏まえた適切な保全を実施することにより、40年以降の運転につ
いて安全性が確保されると判断し、長期保守管理方針（保安規定の変更）を認可。

今後、引き続き、確実な高経年化対策の実施を図る。

国の確認方針

（１）保全計画の事前確認

・ 毎定期検査前に、届け出がなされる保全計画について、その適切性を事前確認。

（２）実施状況及び結果の確認

・ 確認した保全計画に基づき、高経年化対策が適切に実施されているかについて、定期安全管理審
査、定期検査、保安検査により厳格に確認。
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参考資料集

１．経年劣化事象ごとの評価
（１）低サイクル疲労
（２）中性子照射脆化
（３）照射誘起型応力腐食割れ
（４）２相ステンレス鋼の熱時効
（５）電気・計装品の絶縁低下
（６）コンクリートの強度低下及び遮へい能力低下
（７）応力腐食割れ（IASCCを除く）
（８）配管減肉
（９）耐震安全性の評価

２．30年目の技術評価の検証と反映
（１）30年目の技術評価の検証

①事故・トラブル事象の分析
②30年目以降の経年劣化傾向の評価

（２）保全実績の評価
（３）30年目の長期保守管理方針の有効性評価

３．長期保守管理方針

17
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温度・圧力の変化によって、大きな繰り返し応力がかかる部位に割れが発生する事象。

30年目以降の運転経験及び新知見として、実際の運転過渡実績、最新の環境疲労評価法が適切に反映され、
現状実施されている超音波探傷試験などを引き続き行うとしていることから、事業者の評価は妥当である。

指摘事項 対応結果

ステンレス鋼肉盛があるために環境疲労評価を行っていない部
位について、環境疲労評価を行わなくてよい根拠を示すこと。

ステンレス鋼肉盛の健全性については目視検査で確認してい
ることから、ステンレス鋼肉盛部位の母材の環境疲労評価を
行わない旨、高経年化技術評価書に記載した。

加圧器サージ管台とセーフエンドの異材継手部については、接
近性の問題で検査できておらず、今後の検査の可能性や代替
措置について、対応を明確にすること。

加圧器サージ管台とセーフエンドの異材継手部の今後の検査
予定を明らかにし、その結果により必要に応じて代替措置を
計画する旨、高経年化技術評価書に記載した。

（１）低サイクル疲労

事業者の評価

国の主な

確認内容

評価部位

(原子炉容器

の例)

評価方法

技術評価結果

運転実績に基づく60年供用仮定時の疲れ累積係数 (許容値：＜1)

JSME設計建設
規格(2005)に基
づく疲労評価

環境を考慮した
疲労評価

JSME環境疲労
評価手法(2006)

備 考

入口管台 運転実績に基
づき、60年の運
転を仮定した疲
れ累積係数を
算出し、許容値
１以下であるこ
とを評価。

0.033 0.000 設計評価点はステンレス肉盛部であるた
め、環境中評価点は接液部で疲労評価
上最も厳しい部位としており、設計評価
点と異なる。

60年の運転を仮定
した疲れ累積係数
が許容値を下回る
とする評価のプロ
セスと内容の妥当
性を確認

出口管台 0.038 0.001

安全注入管台 0.042 0.018

蓋用管台 0.041 0.001 設計評価点は気中であるため、環境中評
価点は接液部で疲労評価上最も厳しい
部位としており、設計評価点と異なる。炉内計装筒 0.131 0.001

スタッドボルト 0.399 - 非接液部

18
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30年目以降の運転経験及び新知見として、第4回監視試験の結果を反映して保守的に脆化予測が行われ、耐
圧漏えい試験温度が適切に管理されているとともに、現状実施されている超音波探傷試験で有意な欠陥がな
いことを確認しており、事業者の評価は妥当である。

指摘事項 対応結果

原子炉容器の関連温度の予測方法及び破壊靱性の温度
移行量の予測方法については、JEAC4201-2007の方法
によっているが、実機の運用・管理に用いているJEAC420
1-2004による予測を実施すること。

実機の運用・管理方法に合わせた原子炉容器の関連温度の予測
方法及び、破壊靱性の温度移行量の予測方法による評価を正とし
て高経年化技術評価書に追記した。

長期間にわたり原子炉容器に中性子が照射されることにより、その靱性が徐々に低下（脆化）する事象。

事業者の評価
国の主な確認内容

評価部位 評価方法 技術評価結果

原子炉容器

監視試験データに基
づき予測式を用いて、
運転開始後60年時点
までの関連温度及び
上部棚吸収エネルギ
ー値を予測
また、関連温度上昇に
ついて加圧熱衝撃事
象を評価

関連温度を基に設定さ
れる、耐圧漏えい試験
温度が適切に設定され
ていることを確認し、60
年の運転を仮定しても
上部棚吸収エネルギー
が68J以上だとする評価
の妥当性を確認

評価時期：運転開始後60年時点

関連温度
上部棚

吸収エネルギ－
上部棚吸収エネルギ－

スクリーニング値※

101℃ 68J ≧68J

（２）中性子照射脆化
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（１．経年劣化事象ごとの評価）

※68J未満になった場合にはJEAC4206に定められている方法で評価を

行い、健全性を評価する。
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中性子の照射により、応力腐食割れの感受性が高くなり、ひび割れが発生する事象。

30年目以降の運転経験及び新知見として、評価対象部位の60年時点の累積中性子照射量の把握を行うとと
もに、バッフルフォーマーボルトの損傷予測を行い、現状実施されている目視点検に加えて、長期保守管理方
針として、維持規格に基づき、バッフルフォーマーボルトの超音波探傷検査実施を検討するとしていることから、
事業者の評価は妥当である。

（３）照射誘起型応力腐食割れ（IASCC）

事業者の評価
国の主な確認内容

評価部位 評価方法 技術評価結果

・バッフルフォーマーボルト
(BFB)*

・バレルフォーマーボルト
・炉心バッフル
・炉心バッフル取付板
・炉心そう
・下部炉心板
・下部燃料集合体案内ピン
・熱しゃへい体

60年運転を仮定した累積中
性子照射量を予測し、応力、
温度条件を基に、BFB以外の
部位については評価上最も
厳しいBFBを基準に相対的に
評価
BFBについては、維持規格及
び最新の研究成果を用いて
運転開始後60年時点の損傷
ボルト本数を評価

60年時点の累積中性子照射量は、何
れの評価点もIASCC発生感受性しき
い値を超えるが、BFB以外の部位では
照射量、応力、温度の条件が緩やか
であるため、発生可能性小と判断
また、BFBの運転開始後60年時点の
損傷ボルト本数は全体の8%以下であ
り、炉心健全性に影響を与える可能性
小と評価
各評価部位の計画的な目視点検に加
えて、BFBについては過去に超音波探
傷により健全性を確認

60年時点での各部位
の累積中性子照射量、
BFBを基準とした相対
評価、BFBの運転開始
後60年時点の損傷ボ
ルト本数評価及び現状
実施している保全内容
の妥当性を確認

* 2002年度に全数取替を実施
しており、取替後の中性子照
射量を評価

指摘事項 対応結果

バッフルフォーマーボルトの運転開始後60年時点の損傷
ボルト本数予測を、最新知見を反映して実施しているが、
その方法が維持規格に基づく評価法より適切である根拠
を明らかにすること。

バッフルフォーマーボルトの運転開始後60年時点の損傷ボルト本
数予測に用いた方法が、維持規格に反映されていない新しい研究
成果に基づくものであり、より短時間で損傷する傾向を示していた
ため予測評価に用いたことを高経年化技術評価書に追記した。
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２相ステンレス鋼が高温での長期使用に伴い、靱性の低下を起こす事象。

30年目以降の研究成果が、靭性低下の予測評価に適切に反映されているとともに、現状実施されている溶接
部の超音波探傷検査を引き続き行うとしていることから、事業者の評価は妥当である。

事業者の評価

国の主な確認内容
評価部位 評価方法 技術評価結果

１次冷却材管エルボ

日本機械学会の維持規格に
基づいて、き裂を想定して求
めたき裂進展力と国の研究
成果に基づいて、60年の供
用を仮定して求めたき裂進
展抵抗を比較して、構造安
定性を評価

運転開始後60年時点での材料
のき裂進展抵抗は、き裂進展
力を上回ることから、不安定破
壊することはなく、健全であると
評価

き裂進展抵抗の予測評価
及びき裂進展力との比較に
よる１次冷却材管エルボの
健全性評価の妥当性を確
認

（４）２相ステンレス鋼の熱時効
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（５） 電気・計装品の絶縁低下

絶縁低下の代表例：低圧ケーブル

事業者の評価
国の主な確認内容

評価部位 評価方法 技術評価結果

KＡケーブルの絶縁体
（シリコーンゴム）

供用期間中の経年劣化を
加速劣化によって付与した
長期健全性試験により評価

60年間の絶縁性能が維
持可能

①使用条件及び試験条件の妥当
性を確認

②代表ケーブルの網羅性を確認

難燃PＨケーブルの絶縁体
（難燃エチレンプロピレンゴム）

ＳＨＶＶケーブルの絶縁体
（特殊耐熱ビニル）

ＶＶケーブルの絶縁体
（ビニル）

電気・計装品に使用されている絶縁物が環境（熱、放射線等）及び機械的な要因等で劣化し、電気抵抗が低下す
る事象。

30年目以降の運転経験として製造メーカごとの評価及び実機環境調査結果が適切に反映されており、また長
期健全性試験の試験条件がケーブルの使用条件を包絡していること、現状実施されている絶縁抵抗測定など
に加えて、長期保守管理方針として、事故時雰囲気内で機能要求があるケーブルについて製造メーカの調査
を行い、その結果に基づき取替が実施されること、さらに高経年化への対応として、ＪＮＥＳ事業の成果の反映
を検討していくとしていることから、事業者の評価は妥当である。

指摘事項（例） 対応結果

代表ケーブルと製造メーカが異なるケーブルの健全性を長期
健全性試験等によって評価するとともに、必要に応じて長期保
守管理方針に反映すること。

事故時雰囲気内で機能要求がない代表ケーブルと製造メーカ
が異なるケーブルは、長期健全性試験を実施していないので
絶縁低下の可能性は否定できず、現状保全を継続していく旨、
評価書が補正された。なお、事故時雰囲気内で機能要求があ
るケーブルは、当初から取替が考慮されている。

22
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事業者の評価 国の主な
確認内容要 因（例） 評価部位 評価方法 技術評価結果

強度
低下

熱 内部コンクリート

温度及び放
射線照射量
の解析結果、
規格・指針
類及び既往
文献の判定
基準、各種
予測式を用
いて評価

普通コンクリートの最高温度の解析値が、
判定値以下／耐熱コンクリートは、加熱実験
データ、想定される変形量、支持構造物全体
の構造健全性から問題ないことを確認

60年の運転を
仮定し、コンク
リートの強度
低下及び遮へ
い能力低下に
係わる温度及
び放射線照射
量の解析値、
各種予測値な
どが判定値を
クリアしている
ことを確認

放射線
照射

内部コンクリート
60年時点の放射線照射量の解析値が、判定
値以下

中性化
内部コンクリート（屋内）
外部遮へい壁（屋内）
取水構造物（屋外）

各建屋の60年時点の中性化深さの予測値
が、判定値以下

塩分
浸透

取水構造物
（気中帯、干満帯、海中帯）

60年時点の鉄筋腐食減量の予測値が、ひび
割れが発生する時点の鉄筋腐食減量以下

遮へい
能力低下

熱 内部コンクリート
普通コンクリートの最高温度の解析値が、
制限値以下

コンクリートの強度が、熱、放射線照射、中性化及び塩分浸透等により低下する事象。また、放射線の遮へい能力
が熱により低下する事象。

30年目以降の運転経験及び新知見として、評価部位の温度分布解析、放射線照射量解析、中性化深さ測定、鉄
筋位置での塩化物イオン濃度測定及び破壊試験の結果並びに最新の基準・指針が適切に反映されているととも
に、現状実施されている目視点検などを引き続き行うとしていることから、事業者の評価は妥当である。

指摘事項 対応結果

コンクリート構造物は、予測手法に加え直接監視を実施するのが
基本であることから、耐熱コンクリートに対して、監視方法等を検
討すること。

定期的に実施しているキャビティシール据付時の隙間計測結果
を用いて、耐熱コンクリートの変形を傾向監視することを長期保
守管理方針に追加した。

（６）コンクリートの強度低下及び遮へい能力低下
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材料、環境、応力の３要素が重畳した原因によってひび割れが発生する事象。

30年目以降の運転経験及び新知見として、 600系Ni基合金使用部位である原子炉容器冷却材出入口管台溶
接部等では、ウォータージェットピーニングによる信頼性向上策が実施されているとともに、現状実施されてい
る超音波探傷試験などを継続して実施するとしていることから、事業者の評価は妥当である。

（７）応力腐食割れ（IASCCを除く）

事業者の評価
国の主な確認内容

事 象 評価部位 (例) 評価方法 技術評価結果

Ni基合金応力腐食割れ
(NiSCC)

原子炉容器冷却材
出入口管台溶接部

国内外の運転情
報や事象発生の
事例及び最新の
技術的知見に基
づいて発生を評価

600系Ni基合金使用部位で
ある原子炉容器冷却材出入
口管台溶接部等では、ウォ
ータージェットピーニングによ
る信頼性向上策をすでに実
施しているが、各評価部位
の応力腐食割れの可能性を
否定できないため、定期的に
超音波探傷検査、浸透探傷
検査や目視検査等により健
全性を確認

各評価部位における
信頼性向上策の実施
内容と実績及び検査
内容、検査実績と今後
の検査計画を確認

粒界型応力腐食割れ
(IGSCC)

蒸気発生器出入口
管台セーフエンド

貫粒型応力腐食割れ
(TGSCC)

ステンレス鋼配管

低合金鋼の応力腐食割れ
タービン車軸、翼環
ボルト
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流れの影響で腐食が加速される「流れ加速型腐食」（ＦＡＣ）や液滴が高速で壁面に衝突して侵食する「液滴衝
撃エロージョン」（ＬＤＩ）により配管が減肉する事象。

「２次系配管肉厚の管理指針」に基づく検査、取替を実施していくとともに、検査結果による新たな知見を継続
的に反映していくとしていることから、事業者の評価は妥当である。

（８）配管減肉

事業者の評価
国の主な確認内容

評価部位 評価方法 技術評価結果

炭素鋼配管
社内指針「２次系配管肉厚の
管理指針」に基づき配管減肉
管理を行い、必要最小厚さに
到達するまでの期間（余寿命）
を評価

肉厚測定結果に基づき余寿命を評価し、
プラント運転中に余寿命を割ることのない
ように管理。

「２次系配管肉厚の管理指
針」は保安指示文書や機械
学会規格を反映し、評価点
を含めて新な知見を反映し
ており、適切に管理されて
いることを確認

低合金鋼配管

ステンレス鋼配管
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（９） 耐震安全性の評価

１） 耐震安全性評価の概要

耐震評価対象となる経年劣化事象の抽出

耐震安全上着目すべき経年劣化事象の抽出
経年劣化の顕在化により振動応答特性又は
構造・強度へ影響する経年劣化事象

耐震安全性の評価

供用60年までの経年劣化に対する耐震安全性を評価

耐震安全上の現状保全の評価

耐震安全上の追加保全策の策定

例： 基礎ボルトの腐食

配管の低サイクル疲労

配管減肉 等
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モデル概要 設置者評価

床応答曲線における１
次固有周期の比率によ
り、S2’（600gal）の結果
をS2（405gal）相当に補
正

床応答曲線における各
固有周期の比率（最大）
により、S2’（600gal）の
結果をS2（405gal）相当
に補正

S2’（600gal）による結果
を採用

２） 耐震安全性評価の前提条件

 

 

 

主給水管の例 

 

 
主蒸気管 

主給水管  

蒸気発生器 
１次冷却材ポンプ  

１次冷却材管(H /L) 

原子炉容器 

EL . 10.1m 

S G 上部支持構造物 

SG 上部支持構造物 

１次冷却材管
原子炉容器

蒸気発生器

主蒸気管
主給水管

１次冷却材 
ポンプ 

１質点系モデル
（容器等）

多質点系モデル
（配管等）

RCS連成解析モデル
（蒸気発生器等）

S2地震（405gal）を上回るS2’地震（600gal）による応力等の割戻し評価（みなし評価）

基準地震動Ｓ２に対して非安全側と
なっていないことを確認

27

１．経年劣化事象ごとの評価

（９）耐震安全性の評価
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３） 耐震安全性評価の例
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１．経年劣化事象ごとの評価

（９）耐震安全性の評価

運転開始後60年時点での配管の耐震安全性は維持されると評価

c.発生応力＜許容応力

a.機械学会の配管減肉管理規格を踏ま
えた減肉想定範囲に必要最小厚さの
一様減肉を想定した配管モデルの作成

b.耐震重要度分類に応じた地震力に対
する配管の発生応力を算出

d.配管サポート追設等
の対策

YES

NO

炭素鋼配管の減肉 ： 必要最小厚さまで減肉を想定した評価
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事業者の評価
国の主な確認内容

評価部位 評価方法 技術評価結果

高経年化技術評価の対
照とした機器・構築物

（基礎ボルトの腐食、配
管の低サイクル疲労等）

機器ごとに60年の供用を仮定し
た劣化を加味し、設計地震力か
ら算出した地震時発生応力等と
許容限界とを比較して、耐震安
全性を評価

許容限界との比較により耐震安
全性が確保されるので、耐震上
の観点から保全策に追加すべ
き項目として抽出する必要がな
い。

○評価対象機器の抽出の考え方、
耐震安全上着目すべき経年劣化
事象及び評価対象機器の経年劣
化事象に対する耐震安全性評価
等が妥当であることを確認

４） 妥当性評価

耐震安全性評価対象とした全ての機器・構造物において、耐震安全上着目すべき経年劣化事象を考慮した発生
応力等が許容限界を下回ることから、耐震安全上の観点から現状の保全策に追加すべき項目はいとしている。し
たがって、耐震安全上の観点から長期保守管理方針に反映すべき項目はなく、長期保守管理方針を策定してい
ないとする事業者の評価は妥当である。

指摘事項（例） 対応結果

炭素鋼配管の減肉に対する耐震安全性評価は、第24回定期検査で
の炭素鋼からステンレス鋼への取替工事内容が反映せれていない場
合があることから、評価対象の材料と既往の工事記録との整合性を
確認して実態に合った評価を行うこと。

グランド蒸気系統配管等の減肉に関し、評価対象の材料と
既往の工事記録との整合を図った上で耐震安全性評価が行
われた。

蒸気発生器の冷却材入口管台セーフエンド（ステンレス鋼）の応力腐
食割れに対する耐震安全性評価は、応力腐食割れの想定き裂と材
料を考慮した許容限界を設定して具体的な評価を行うこと。

蒸気発生器の冷却材入口管台セーフエンドにおける応力腐
食割れの想定き裂と材料を考慮した具体的な耐震安全性評
価が行われた。
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１．経年劣化事象ごとの評価

（９） 耐震安全性の評価
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５） 今後の対応

現状の対応

旧耐震指針※１に基づく基準地
震動S1、S2による床応答スペク
トル等を用いて機器を評価※２

耐震バックチェック

今後の対応

確定した基準地震動Ssに対す
る床応答スペクトル等を用い
た機器の耐震バックチェックが
終了後（事業者報告について
国の評価がまとまった時）

耐震Sクラス（旧As、Aクラス）
機器を対象として基準地震動
Ssによる床応答スペクトル等
を用いて高経年化技術評価の
見直しを実施（実施結果を国
が確認）

高経年化技術評価

※１：「発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令の解釈について（平成20年4月23日一部改正）」による。
※２：事業者は、耐震バックチェックの中間報告機器を対象とした基準地震動Ssに対する評価結果を国へ参考提

出し、 高経年化技術評価ワーキンググループで審議した。

新耐震指針に基づく基準地震
動Ssの妥当性確認が終了して
おらず、機器の評価に用いる
床応答スペクトル等が確定し
ていない
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１．経年劣化事象ごとの評価

（９）耐震安全性の評価



２．30年目の技術評価の検証と反映

事業者は、40年目の技術評価項目として、30年目以降の経年劣化傾向の評価、保全実績の評
価、及び長期保守管理方針の有効性評価を実施

40年目を迎えるプラントの技術評価に対する国の基本的な考え方

高経年化対策実施ガイドラインに基づき40年目の評価に当たっては、30年目に実施した高経

年化技術評価の検証等を行い、40年目の評価に適切に反映させていることを確認する。
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（１）30年目に実施した高経年化技術評価結果の検証

① 事故・トラブルの分析
・ 30年目以降に発生した、経年劣化に起因するトラブルについて、30年目の技術評価の時にどのような判断・評

価を行っていたか分析。

② 30年目以降の経年劣化傾向の評価
・ 30年目に評価した経年劣化傾向の予測値について、その後の劣化実績と比較評価するとともに、30年目以降

の運転経験・研究成果などを踏まえ、 30年目の評価で用いた諸条件について評価。

（２）保全実績の評価
・ 現状保全の継続により健全性を維持できるとしたものであって、過去10年間の保全実績に基づきその有効性

を評価。

（３） 30年目の長期保守管理方針の有効性評価
・ 30年目の高経年化技術評価において策定した長期保守管理方針が適切に実施され、30年目の評価時に意

図した効果が得られたか（有効であったか）を評価。

具体的な確認内容



（（１）30年目の技術評価の検証

事業者は、30年目以降に発生した経年劣化に関連する事故・トラブルのうち30年目の評価の検証に係
わる９件を抽出し、40年目の評価に反映すべき事項等を整理した。

①Ａ-1次冷却材ポンプシール水漏洩に伴う原子炉主導停止について（法令対象）

②復水器清掃について

③原子炉補助建屋内での海水漏洩について

④復水器清掃について

⑤原子炉冷態停止中における「中性子源領域中性子束高」警報発信について

⑥原子炉格納容器送気ラインベローズの点検結果

⑦主給水管の減肉について

⑧２次系配管肉厚測定結果について

⑨原子炉格納容器内Ｂループ室壁面からの僅かな水
のにじみについて

① 事故・トラブル事象の分析

30年目の評価の問題点 事故・トラブル事象 40年目の評価への対応

取替え基準が不明確で
運用上の不備

①
シールスプリングの劣化によりA-1冷却材ポンプシール水が漏洩し、原子炉を手動停止し

た。シールスプリングを定期検査毎に取り替える定期取替え品とし、評価対象外とした。

知見がなく評価できなか
ったもの

⑥、⑨
フィルター下流の送排気管ベローズ内面（⑥）及びプール型容器のキャビティ（⑨）から塩
素型応力腐食割れが発生した。「着目すべき経年劣化事象」として評価を実施した。

保守管理上の不備
⑦

配管減肉管理において、必要厚さの評価に用いる規格の解釈に誤りがあった。人的過誤
を防止するためシステム化を実施した。

運用管理上の不備 ③、⑤

海水系バタフライ弁の開度設定不良により、下流で発生したキャビテーションでライニン
グが損傷した。運転マニュアルにキャビテーション発生防止を反映（③）定期検査中に格
納容器内小型クレーン電源回路の電磁接触器接点より発生したノイズで中性子源領域
中性子束高警報が発信した。電磁接触器を定期取替え品とし、炉外核計装装置の耐ノイ
ズ性を向上した。

異物等の要因 ②、④
海生物の異常発生により運転中に復水器の洗浄が必要となった。経年劣化事象ではな
く、特に対策はなされていない。

新しい技術規格の反映 ⑧
減肉管理対象外であったｽﾁｰﾑｺﾝﾊﾞｰﾀｰﾄﾞﾚﾝ配管を新規格（JSME S NG1-2006)に則り
肉厚測定を実施した。必要厚さを下回っていた箇所をステンレス鋼配管に取り替えた。
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（２．30年目の技術評価の検証と反映）



指摘事項 対応結果

30年目の評価以降に発生した経年劣化に起因する事故・ト
ラブルについて、分析評価を充実し、経年劣化事象に起因す
る事故・トラブル等の検討結果を反映すること。

30年目の評価以降に発生した経年劣化に起因する事故・ト
ラブル９件のうち６件について、30年目の高経年化技術評価
の考察、40年目高経年化評価への反映事項などについて分
析評価を充実し、高経年化技術評価書を修正した。

国の主な確認内容

・シールスプリングを定期取替品とした社内文書及び定期検査毎に取り替えられている実績記録を確認した。

・30年目の評価で予測できなかった２件の塩素型応力腐食割れについては、40年目の評価において着目すべき経年劣化
事象として評価を実施しており、対策として実施された点検や補修の記録により評価書の内容を確認した。

・その他の６件については、必要な対策が行われていることを保全記録等によって確認した。

これらの結果、30年目以降に美浜１号で発生した事故・トラブルの原因を分析して、その結果が40年目の
評価に的確に反映されていると評価した。
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２．30年目の技術評価の検証と反映
（１）30年目の技術評価の検証

① 事故・トラブル事象の分析（続き）



事業者の評価
国の主な確認内容

経年劣化事象 評価部位 経年劣化傾向の評価

低サイクル疲労 原子炉容器等
60年時点の過渡回数予測値及び疲れ累積
係数の比較

評価プロセスと内容の妥当性を確認し、実
績過渡回数、最新規格当を用いて、疲れ累
積係数が１以下であることを確認。

中性子照射脆化 原子炉容器

30年目評価脆化予測と過去10年間の監視
試験データを反映した脆化予測との比較

ＪＥＡＣ4201-2004とＪＥＡＣ4201-2007に従っ
た予測値の比較

脆化予測が妥当であり、特異な脆化が認
められないこと及び最低使用温度管理の
適切であることを確認。

応力腐食割れ

（IASCC）

炉内構造物（バッフ
ルフォーマボルト等）

60年時点の累積照射量の比較
取替による累積照射量の低下、現状保全
内容の妥当性及び追加保全の策定を確認

２相ステンレス鋼

の熱時効
一次冷却材管

60年時点の熱時効予測評価及び想定欠陥
による破壊評価の比較

靱性値の予測評価及び弁箱の健全性評価
結果に変化がないことを確認。

絶縁低下
事故時に機能要求
があるケーブル

30年目時点と40年目時点での評価結果を
比較（実機プラントの環境調査結果及びケ
ーブル製造メーカの違いを反映）

実機環境調査結果、製造メーカを考慮した
評価結果及び追加保全の策定を確認。

コンクリートの強
度及び遮へい能
力低下

原子炉建屋等
30年目時点と40年目時点での評価結果を
比較（予測評価に用いたデータの比較）

評価に用いた温度、放射線照射量の解析
値、評価内容、劣化評価結果及び追加保
全の策定を確認

事業者は、40年目の技術評価項目として、８事象とそれ以外の日常劣化管理事象について30年目以降の
経年劣化傾向の評価を実施した。

② 30年目以降の経年劣化傾向の評価
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２．30年目の技術評価の検証と反映

（１）30年目の技術評価の検証

30年目の評価以降に得られた美浜１号の新しいデータで30年目の予測評価から大きく乖離したものはなく、また、乖離が認められた
場合でも最新知見に基づいて評価されており、30年目の評価が不十分であったわけではなく、40年目の評価では新しいデータを反映
して的確に予測されていると評価した。



（２）保全実績の評価（２）保全実績の評価

事業者は、30年目の技術評価において現状保全の継続により健全性を維持できるとしたものであって、
過去10年間の保全実績に基づきその有効性を評価した。

事業者の評価
国の妥当性評価

30年目の評価結果 40年目の評価

（１）制御棒クラスタ案内管（案内板）の摩耗に
関して、定期的に全制御棒の落下試験に
より検知可能である。

日本機械学会維持規格(JSME S NA1-
2008)等に基づき、目視検査実施時期の
検討を行う。

現状保全（落下試験）に加えて、民間
規格化を受けて目視検査の実施を検
討するもので、妥当である。

（２）タービン発電機 固定子コイル及び固定
子相リードの絶縁低下に関して、定期的な
絶縁診断を実施する。

第26回定期検査時に固定子コイルの巻
替えを実施する。

現状保全の継続に加えて適切な時
期に機器全体の取替えの実施を選
択し、長期保守管理方針としたもの
で、妥当である。

（３）主変圧器 コイルの絶縁低下に関して、定
期的な絶縁抵抗測定、絶縁紙の重合度の
変化確認、油中ガス分析を実施する。

第25回定期検査時に変圧器の取替えを
実施する。

（４）格納容器循環ファンモータ 固定子コイル
及び口出線の絶縁低下に関して、定期的
に絶縁抵抗測定を実施する。

第25回定期検査時にモータの取替えを
実施する。

（５）600系ニッケル基合金使用部位の応力腐
食割れに関して、定期的な超音波探傷検
査、漏洩試験を実施する。

炉内計装筒内面及びJ-溶接部、冷却材
出入口管台並びに安全注入管台溶接
部にｳｫ-ﾀ-ｼﾞｪｯﾄﾋﾟｰﾆﾝｸﾞを施工した。

供用期間中検査時に超音波探傷検査ま
たはベアメタル検査を実施する。

応力腐食割れが発生する可能性を
低減させた上で供用期間中検査時に
検査を継続するもので、これらにより
トラブルを未然に防止できたもので、
現状保全が有効であるとすることは
妥当である。
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（２．30年目の技術評価の検証と反映）



指摘事項 対応結果

1. 30年目の評価以降に発生した経年劣化に起因する事故・ト
ラブルについて、分析評価を充実し、経年劣化事象に起因す
る事故・トラブル等の検討結果に反映すること。

30年目の評価以降に発生した経年劣化に起因する事故・トラブル9
件の内6件について、30年目の高経年化技術評価の考察、40年目
高経年化評価への反映事項などについて、分析評価を充実し、高
経年化技術評価書を修正した。

2. ステンレス鋼閉塞滞留配管の溶接部に追加的に超音波探
傷検査を実施するとした30年目の長期保守管理方針に関し
て、追加的に実施された範囲と内容が具体的に示されてい
ないので明確にすること。また、超音波探傷検査を実施して
いない溶接線があるにもかかわらず長期保守管理方針が有
効であったとしていることについて、超音波探傷検査を実施
することにより意図した効果を明確にするとともに、その効果
が得られたか否かを明確にすること。

ステンレス鋼閉塞滞留配管の溶接部に追加的に超音波探傷検査
を実施するとした30年目の長期保守管理方針に関して、追加的に
実施された関連部位の検査と予防保全の内容を具体的に記載する
とともに、30年目の評価において対象とした範囲には304系ステンレ
ス鋼が存在せず、316系ステンレス鋼の溶接線には維持規格に則
って超音波探傷検査を実施していることから、意図した当該配管の
健全性が得られ、長期保守管理方針が有効であった旨、高経年化
技術評価書を修正した。

3. 蒸気加減弁の弁体ボルトの非破壊検査を行うとした30年目
の長期保守管理方針に対して、ボルトを新しい材料に取り替
えた技術的根拠を明確にすること。また非破壊検査を行うこ
とにより意図した効果を明確にするとともに、その効果が得ら
れたか否かを明確にすること。

蒸気加減弁の弁体ボルトの取替え前後の材質とその効果を明確に
するとともに、当初意図した当該ボルトの長期健全性の確保が取替
えによって得られたことかから長期保守管理方針として有効であっ
た旨、高経年化技術評価書を修正した。

4. 1次冷却材ポンプ熱遮へい装置ハウジング、フランジの超音
波探査傷検査を行うとした30年目の長期保守管理方針に対
して、旧品の超音波探傷検査を行わず新品に取替えたこと
が予防保全としてより有効であるとしていることに関し、超音
波探傷検査を行うことにより意図した効果を明確にするととも
に、その効果が得られたか否かを明確にすること。

1次冷却材ポンプ熱遮へい装置ハウジング、フランジの熱疲労割れ

に関して、予防保全策としてプラント運転開始から39年目に取替え

を選択することにより、新しい熱遮へい装置ハウジング、フランジは

60年の供用を想定しても経年劣化期間が取り替えられたものを上

回らないことから、当初意図した長期健全性の確保が得られ、長期

保守管理方針として有効であった旨、高経年化技術評価書を修正

した。

（３） 30年目の長期保守管理方針の有効性評価

① 30年目の長期保守管理方針の有効性評価に対する国からの指摘事項及びその対応
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指摘事項 対応結果

5. 基礎ボルトの大気接触部の全面腐食の調査について
は、30年目の長期保守管理方針で機会があれば実施
するとしていたが機会がなかったことから、40年目の長
期保守管理方針は、調査が確実に行われるものとする
こと。また、機会がなかったとしていることについて、組
織体制を含め問題がなかったか評価すること。

40年目の長期保守管理方針においては、より確実に長期保守管理方針

として実施するため、「美浜発電所１号炉も含め原子力発電所共通として

基礎ボルトを取り外す機会を利用」する旨、高経年化技術評価書を修正

した。

長期保守管理方針も同様に修正した。
機会がなかったことを確認し、組織体制の問題ではなかったと評価した。

6. ケミカルアンカの樹脂の劣化の調査については、30年
目の長期保守管理方針で機会があれば実施するとして
いたが機会がなかったことから、40年目の長期保守管
理方針は、調査が確実に行われるものとすること。また
、機会がなかったとしていることについて、組織体制を
含め問題がなかったか評価すること。

40年目の長期保守管理方針においては、より確実に長期保守管理方針
として実施するため、「美浜発電所１号炉も含め原子力発電所共通として
ケミカルアンカを取り外す機会を利用」する旨、高経年化技術評価書を補
正した。
長期保守管理方針も同様に修正した。
機会がなかったことを確認し、組織体制の問題ではなかったと評価した。
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（３）30年目の長期保守管理方針の有効性評価

① 30年目の長期保守管理方針の有効性評価に対する国からの指摘事項及びその対応（続き）



② 30年目の長期保守管理方針の有効性評価結果

30年目の長期保守管理方針 事業者の有効性評価 国の妥当性評価

①余熱除去系配管等の高温、高溶存酸素と
なる可能性のある閉塞滞留部の保守管理

超音波検査等を実施し健全性を確認でき、有効であ
った。今後は保全計画に取り込み検査を実施する。

健全性を確認した上で検査を継続
するもので、妥当である。

②原子炉容器600系ニッケル基合金使用部
位の保守管理

計画的な予防保全や点検により健全性が確認でき、
有効であった。今後は保全計画に取り込み、超音波
探傷検査、ベアメタル検査を実施する。

健全性を確認し、予防保全を施工
した上で検査を継続するもので、
妥当である。

③高圧タービン翼端ボルトの保守管理
計画的な点検により健全性が確認でき、有効であっ
た。今後は保全計画に取り込み、定期的に目視検査
及び超音波探傷検査を実施する。

健全性を確認した上で検査を継続
するもので、妥当である。

④炉内構造物ﾊﾞｯﾌﾙﾌｫｰﾏﾎﾞﾙﾄの保守管理

超音波探傷検査を実施した上で、耐食性のより優れ
た材料のボルトに取り替えており、有効であった。今
後は維持規格に基づき超音波探傷検査実施を検討
することを長期保守管理方針とした。

健全性を確認した上で検査の実施
を検討するもので、妥当である。

⑤蒸気加減弁 弁体ボルトの保守管理
ボルトの全数を耐食性のより優れた材料のものに取
替え、有効であった。

長期使用実績があり、材料を改良
しており、妥当である。

⑥主蒸気系統の炭素鋼配管の保守管理 計画的な予防保全や点検を実施することにより健全
性が確認でき、有効であった。今後は保全計画に取
り込み点検を実施する。

健全性を確認した上で検査を継続
するもので、妥当である。⑦復水器真空ポンプシール水クーラ伝熱管

の保守管理

⑧変圧器タンクの保守管理
計画的な調査により健全性が確認でき、有効であっ
た。

実機調査に基づき60年時点の健
全性を評価しており、妥当である。

⑨燃料油貯蔵タンク胴板の保守管理
計画的な点検を実施することにより健全性が確認で
き、有効であった。今後は保全計画に取り込み検査
を実施する。

健全性を確認した上で検査を継続
するもので、妥当である。

⑩化学体積制御系統配管の保守管理
計画的な予防保全/点検を実施することにより健全
性が確認でき、有効であった。

長期供用後に健全性を確認してお
り、妥当である。⑩主給水系統配管及び補助給水系統配管

の疲労割れの保守管理
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（３） 30年目の長期保守管理方針の有効性評価



30年目の長期保守管理方針 事業者の有効性評価 国の妥当性評価

⑩⑪余熱除去系配管母管の高サイクル
熱疲労割れの保守管理

計画的な予防保全や点検を実施することにより健
全性が確認でき、有効であった。今後は、高低温水
合流部の疲労割れについて実過渡回数に基づく評
価を技術評価に合わせて定期的に実施する。

健全性を確認した上で取替えを実施し
ており、妥当である。

⑫一次冷却材ポンプの熱遮蔽装置ﾊｳｼ
ﾞﾝｸﾞ、ﾌﾗﾝｼﾞの熱疲労割れの保守管理

予防保全として熱遮蔽装置の取替えを実施し、60
年間の健全性が確保され、有効であった。

長期供用実績があり、予防保全として取
替えを実施しており、妥当である。

⑬原子炉格納容器電気ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ絶縁
低下の保守管理

計画的な点検を実施することにより健全性が確認
でき、有効であった。今後、実機同等品の長期健全
性試験により再評価することを長期保守管理方針
とした。

技術評価審査マニュアルに照らして妥
当である。

⑭⑮高圧ケーブル、低圧ケーブルの保
守管理

計画的な調査（実機のケーブル敷設環境調査）を
行い、長期健全性を評価でき、有効であった。今後
、低圧ケーブルの一部については健全性を評価し
たものと同等品への取替えを実施することを長期
保守管理方針とした。

⑯発電主回路接続装置、メタクラ等の
保守管理

計画的な調査、予防保全及び研究を実施すること
により健全性が確認でき、有効であった。

研究成果に基づき60年供用時の健全
性を評価しており、妥当である。

⑰コンクリート構造物の保守管理
計画的な点検を実施することにより健全性に問題
ないことが確認され、有効であった。今後は保全計
画に取り込み、点検を継続する。

健全性を確認した上で点検を継続する
もので、妥当である。

⑱⑲基礎ボルト（埋め込みボルト、メカ
ニカルアンカ、ケミカルアンカ）の保
守管理

調査する機会がなく、有効性は評価できなかった。
40年目の技術評価では確実に調査を実施すること
を長期保守管理方針とした。

電力共通として確実に機会を捉えて調
査を実施するもので、妥当である。

⑳各種機器の疲労割れに対する保守
管理

実過渡回数による疲労評価を実施し、健全性が確
認でき、有効であった。今後は技術評価に合わせ
て実過渡回数による再評価を実施する。

健全性を確認した上で技術評価に併せ
て再評価するもので、妥当である。

30年目の長期保守管理方針の実施実績が分析評価され、その結果が40年目
の長期保守管理方針に的確に反映されていると評価した。
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（３）30年目の長期保守管理方針の有効性評価

② 30年目の長期保守管理方針の有効性評価結果（続き）



３．長期保守管理方針
・現状保全に追加すべき保全策とされたものについて、具体的な保全方針を定めた以下の長期保守
管理方針を策定。

No 経年劣化事象 項 目 実施時期※１

１ スケール付着 蒸気発生器伝熱管の伝熱性能の傾向監視によるスケール除去要否の検討 中長期

２ 絶縁低下
三重同軸型電気ペネトレーション及びピッグテール型電気ペネトレーション※２の
実機同等品による健全性の再評価

中長期

３ 摩耗
炉内構造物の制御棒クラスタ案内管の摩耗について、日本機械学会 維持規格
等の保全への反映

中長期

４ 照射誘起型応力腐食割れ
炉内構造物のバッフルフォーマボルトの照射誘起型応力腐食割れについて、日
本機械学会 維持規格に基づく超音波探傷検査要否の検討 中長期

５ 絶縁低下
事故時雰囲気内で機能要求があるケーブルの絶縁低下について、製造メーカの
実機調査とその結果に基づく取替え

短期

６ コンクリートの強度低下
耐熱コンクリートの強度低下について、キャビティシール取り付け時の隙間計測
による傾向監視※３ 中長期

７ 絶縁低下 格納容器循環ファンモータの固定子コイル等の絶縁低下について、モータの取替 短期

８ 全面腐食
スタッドボルト等※４の全面腐食について、美浜１号も含めた原子力発電所共通と
して基礎ボルトの調査

中長期

９ 樹脂劣化
ケミカルアンカの樹脂劣化について、美浜１号も含めた原子力発電所共通として
ケミカルアンカの調査

中長期

1０ 絶縁低下 タービン発電機の固定子コイルの絶縁低下について、固定子コイルの巻替 短期

１１ 絶縁低下 主変圧器のコイルの絶縁低下について、主変圧器の取替 短期

※１：短期は平成22年11月28日からの5年間、中長期は平成22年11月28日からの10年間に実施
※２：代表機器と製造メーカが異なるもの
※３：審議の過程で追加された長期保守管理方針
※４：スタッドボルト、テーパボルト及びシールド（メカニカルアンカ）、アンカボルト（ケミカルアンカ）
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